四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱
　（目的）

第１条　この要綱は、生産性向上や低コスト化、省力化、製品の高付加価値化等に繋げるためのIoT等の導入に取り組む市内中小企業者に対し、予算の範囲内でその経費の一部を支援することにより、市内中小企業者の競争力強化・事業継続を図り、今後の更なる市内産業活性化を促進することを目的とする。
　（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

　(1)　IoT等　IoT、AI（人工知能）、ビッグデータをいう。
　(2)　IoT等活用人材育成事業　IoT等を導入し、活用するための人材を自社内に育成する事業をいう。
　(3)　IoT等活用計画策定事業　外部のIT専門家等を活用して、生産性向上や低コスト化、製品の高付加価値化又は新製品創出等に繋げるためのIoT等の導入可能性の検討、又はIoT等を用いた設備投資計画を策定する事業をいう。

　(4)　IoT等本格導入推進事業　生産性向上や低コスト化、製品の高付加価値化又は新製品創出等に資するため、具体的なIoT等を用いた設備投資を行う事業をいう。
　(5)　主たる事業所　国内における従業員総数の２分の１以上の従業員が常時勤務している事業所をいう。
　(6)　従業員　補助金の交付の対象となる企業に直接雇用されている者（派遣社員等を除く。）をいう。
　（補助対象事業者）

第３条　この補助金の交付の対象となる者は、主たる事業所を市内に有し、１年以上事業を営む中小企業者（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者をいう。）のうち、製造業を営むものとする。
　（補助対象事業）

第４条　この補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次に掲げる事業とする。

　(1)　IoT等活用人材育成事業
　(2)　IoT等活用計画策定事業

　(3)　IoT等本格導入推進事業

　（補助対象経費、補助率及び補助限度額）

第５条　補助対象経費、補助率及び補助限度額は、別表のとおりとし、予算の範囲内で交付するものとする。ただし、補助対象経費は申請年度内のものに限る。

２　補助金の額に１，０００円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。

３　他団体からの助成金等の交付を受ける場合は、当該助成金等を充当する経費については、補助対象経費に算入しないものとする。

４　第７条第１項の規定による交付決定がなされる前に着手した補助対象事業に要する経費については、補助対象経費とすることはできない。

　（交付申請）

第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「補助申請者」という。）は、市長が別に定める期日までに、次の各号に掲げる書類を添付し、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。

　(1)　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業計画書（第２号様式）

　(2)　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支予算書（第３号様式）
　(3)　企業の概要書（会社パンフレット等）

　(4)　法人登記事項証明書

　(5)　定款

　(6)　市税完納証明書

　(7)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
２　前項の申請は、１事業者につき１年度１回限りとする。
　（交付決定）

第７条　市長は、前条の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に応じて行う調査等により、補助金の交付又は不交付の決定を行い、その旨を四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付決定通知書（第４号様式）又は四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金不交付決定通知書（第５号様式）により補助申請者に通知するものとする。

２　市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を行う場合において、本要綱の目的を達成するために必要な条件を付することができる。

　（計画変更）

第８条　補助申請者は、補助事業の内容、経費の配分その他の事項の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合又は補助事業を中止し、若しくは廃止しようとする場合は、あらかじめ四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金計画変更承認申請書（第６号様式）を市長に提出し、承認を受けなければならない。

２　前項の軽微な変更とは、補助金額に変更がなく補助目的の達成に支障がないと認められる場合であって、補助対象経費全体及び各費目における２０パーセント以内の変更をいう。

３　市長は、第１項の計画変更承認申請書の提出があったときは、変更内容を審査し、前条第１項の規定による決定を変更することができる。
　（変更決定）

第９条　市長は、前条第３項の規定により当該補助金の変更を承認したときは、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金変更決定通知書（第７号様式）により補助申請者に通知するものとする。
　（実績報告）

第１０条　補助申請者は、補助対象事業が完了したとき（補助対象事業の中止又は廃止の承認を受けたときを含む。）は、補助対象事業の完了の日から３０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金実績報告書（第８号様式）を市長に提出しなければならない。

２　前項の実績報告書には、次の各号に掲げる書類を添付するものとする。

　(1)　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業報告書（第９号様式）

　(2)　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支決算書（第１０号様式）

　(3)　支出証拠書類（補助対象経費に係る契約書（契約を締結した場合に限る。）、請求書、領収書（口座振替済通知書）等の写し。）
　(4)　事業実施の成果物の写し又は実施状況が分かる写真、資料等

　(5)　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
　（補助金額の確定）

第１１条　市長は、前条の規定により実績報告書の提出があった場合において、その内容を審査し適当と認めたときは、交付する補助金の額を確定し、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付確定通知書（第１１号様式）により補助申請者に通知するものとする。
　（補助金の請求等）

第１２条　補助申請者は、前条の規定により通知を受けたときは、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金請求書（第１２号様式。以下「請求書」という。）により速やかに市長に補助金の交付の請求をしなければならない。
２　市長は、前項の請求書に基づき、補助金を交付するものとする。

（補助金の返還）

第１３条　市長は、補助申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定を取り消し、既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。
　(1)　偽りその他の不正手段により、補助金の交付の決定を受けた場合

　(2)　補助金を他の用途へ使用した場合

　(3)　補助金の交付の決定に付した条件に違反した場合

　(4)　前各号に掲げるもののほか、この要綱に違反したと認められる場合

　（書類の整備）

第１４条　補助申請者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を整備し、補助金の交付を受けた日の属する年度の終了後５年間、保管しておかなければならない。
　（調査）

第１５条　市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めたときは、補助申請者に対し、報告を求め、又は調査を行うことができる。

　（補助金の評価）

第１６条　市長は、当該補助金に関する評価を常に行い、その必要性及び効果について十分に検証するものとする。

２　市長は、前項による検証の結果、必要と認めたときは、要綱の改正又は廃止その他の適切な措置を講じるものとする。

　（その他）

第１７条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。
　（有効期限）
２　この要綱は、第１４条の規定を除き、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。
　　　附　則（令和２年３月３１日告示第１８０号）
　この要綱は、令和２年４月1日から施行する。

　　　附　則（令和２年７月９日告示第４０１号）

　この要綱は、告示の日から施行する。

　　　附　則（令和３年３月１８日告示第１１７号）
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正は、告示の日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、告示の日から施行する。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この要綱は、告示の日から施行する。
　（四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱の一部改正）
２　四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱（令和３年四日市市告示第１８２号）の一部を次のように改正する。
	改正後

	（押印の省略）
第２条　次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表の中欄に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要しないものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。

	
	要綱名
	手続又は様式
	備考
	

	
	（略）
	

	
	四日市市企業OB人材センターアドバイザー事業実施要綱(平成29年四日市市告示第212号)
	（略）
	

	
	新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱(令和2年四日市市告示第108号)
	（略）
	

	
	（略）
	

	


	改正前

	（押印の省略）
第２条　次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表中欄に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要しないものとする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。

	
	要綱名
	手続又は様式
	備考
	

	
	（略）
	

	
	四日市市企業OB人材センターアドバイザー事業実施要綱(平成29年四日市市告示第212号)
	（略）
	

	
	四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱(平成30年四日市市告示第106号)
	第１号様式、第６号様式、第８号様式及び第１２号様式
	第１２号様式については、署名(法人その他の団体にあっては、代表者の署名)をした場合に限る。
	

	
	新型コロナウイルス感染症に対応するための保証料補助金交付要綱(令和2年四日市市告示第108号)
	（略）
	

	
	（略）
	

	


　　　附　則
　この要綱は、令和７年４月１日から施行する。
別表（第５条関係）
	補助対象事業
	補助対象経費
	補助率
	補助限度額

	
	項目
	内訳
	
	

	第4条第1号に規定する事業
(IoT等活用人材育成事業)
	講座等参加費
	補助対象事業遂行のためにIoT等の導入に必要な講座等へ自社の社員等が参加する場合の参加料
	1/2以内
	150千円

	
	専門家依頼経費
	補助対象事業遂行のために依頼した専門家によるIoT等の導入にかかる指導を受ける場合に要する謝金
	
	

	第4条第2号に規定する事業
(IoT等活用計画策定事業)
	コンサルティング委託経費
	補助対象事業遂行のためにコンサルティング会社等と締結する、IoT等の導入にかかるコンサルティング委託契約に要する委託料
	2/3以内
	800千円

	
	専門家依頼経費
	補助対象事業遂行のために依頼した専門家によるIoT等の導入にかかる指導を受ける場合に要する謝金
	
	

	第4条第3号に規定する事業

(IoT等本格導入推進事業)
	システム開発委託費
	補助対象事業の実施に必要なIoT等の導入にかかるシステムの開発及び設計にかかる委託費または外注費
	2/3以内
	1,000千円

	
	パッケージソフト導入費
	補助対象事業のために使用されるIoT等の導入にかかるパッケージソフトの導入に要する経費
	
	

	
	クラウドサービスの導入・初期費用
	補助対象事業のために使用されるIoT等の導入にかかるクラウドコンピューティングの利用に要する経費（ただし、申請年度内に要する経費のみ）

※機械装置に関する費用は除く
	
	

	
	コンサルティング委託経費
	補助対象事業遂行のためにコンサルティング会社等と締結する、IoT等の導入にかかるコンサルティング委託契約に要する委託料
	
	

	
	専門家依頼経費
	補助対象事業遂行のために依頼した専門家によるIoT等の導入にかかる指導を受ける場合に要する謝金
	
	


備考

1　IoT等の導入とは、次に掲げるものをいう。

(1)　IoTの導入（単に従来から行われている単独機械の自動化や工程内の生産管理ソフトの導入にとどまらず、複数の機械等がネットワーク環境に接続され、そこから収集される各種の情報・データを活用して、①監視（モニタリング）、②保守（メンテナンスサービス）、③制御（コントロール）、④分析（アナライズ）のいずれかを行うことをいう。）
(2)　AI（人工知能）の導入（人間の使う言語の理解や、データ・経験から論理的な推論、学習を行うプログラムやソフトウェアを活用することで、IoT機器等で収集されたデータの分析等を行い、製造プロセスの効率化、製品品質の向上等を図ることをいう。）
(3)　ビッグデータの導入（社会や市場に存在する質的・量的に膨大なデータから、意味ある情報を抽出・分析し、製造プロセスの効率化、製品品質の向上等を図ることをいう。）
2　IoT等の導入に必要な講座等とは、無線等通信に関するもの、データの収集・蓄積・分析・活用等に関するもの、ソフトウェアやプログラムの開発・作成・活用等に関するものその他のIoT等に関する講座をいい、単なるパソコン操作の講座は対象とならない。
3　クラウドサービスの導入・初期費用の内訳に係る機械装置に関する費用は、サーバー購入費、サーバー本体のレンタル費及びパソコン・タブレット端末・スマートフォン購入費などの機器本体に関する費用をいう。
第１号様式（第６条関係）

年　　月　　日

（あて先）

四日市市長

（申請者）　　　　　　　　

住　所　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付申請書

　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第６条の規定に基づき、次のとおり申請します。

記

１　補助事業名
（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　円

３　添付書類
　・四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業計画書（第２号様式）

　・四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支予算書（第３号様式）　

・企業の概要書（会社パンフレット等）

・法人登記事項証明書

・定款

・市税完納証明書
第２号様式（第６条関係）

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業計画書

１　申請者の概要
	申請者
	氏名又は名称
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	創業年月日
	年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　

	
	資本金
	　　　円　　　　　　　　　　　　　　

	
	従業員数
	　　　人　　　　　　　　　　　　　　

	
	主たる事業内容
	

	実施場所
	名称
	

	
	所在地
	

	連絡先
	窓口担当者
	所属
	
	氏名
	

	
	
	電話
	
	FAX
	

	
	
	E-mail
	


２　事業概要
	事業実施の背景・目的（自社を取り巻く環境や新たな取組みの必要性など）


	事業実施に至る課題と解決方法（自社の抱える具体的な課題と解決方法など）


	事業の具体的な内容（全体構成図、導入する機器・ソフトウェア、通信方式など）


	本事業達成により期待される効果（リードタイム短縮、コスト削減、生産性・品質向上など）


	事業の実施期間
	開始予定日：　　　　年　　月　　日

完了予定日：　　　　年　　月　　日

	他の補助金の受入・申請状況
	□無し　

□有り　　※有りの場合は詳細を下記に記載

	他の補助金の詳細（補助金名称、交付元、対象経費など）



３　事業工程表
	実施項目
	４

月
	５

月
	６

月
	７

月
	８

月
	９

月
	10

月
	11

月
	12

月
	１

月
	２

月
	３

月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


· 実施項目ごとの予定を　　　　　　　で示してください。
第３号様式（第６条関係）
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支予算書

【収入の部】







（単位：円）

	項目
	金額
	摘要

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


（注１）「市補助金」については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。

（注２）「その他」については、他団体からの助成金等の交付を受ける予定がある場合にその金額を記入し、摘要欄にその補助金名称及び交付元を記載すること。
【支出の部】







 （単位：円）

	項目
	事業費
	左のうち

補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


（注３）他団体からの助成金等の交付を受ける場合、当該助成金等を充当する経費については、補助対象経費から控除すること。

（注４）「収入の部」の金額の合計と「支出の部」の事業費の合計は一致すること。
（注５）事業費の積算金額の根拠（見積書、価格表等）を添付すること。
第４号様式（第７条関係）

　　第　　号

　　　　　　　　
住　所　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付決定通知書

　　年　　月　　日付けで交付申請のあった四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金については、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので通知します。

　　年　　月　　日

四日市市長　　　　　　
記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　補助金交付金額　　　金　　　　　　　　　　　円

３　補助金交付の条件

　(1) 四日市市補助金交付規則及び四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱の規定を遵守すること。
　(2) この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しなければならない。
　(3) この補助金の交付については、後日市が報告を求め、調査を行うことがある。
第５号様式（第７条関係）

　　第　　号

　　　
住　所　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金不交付決定通知書

　　年　　月　　日付けで交付申請のあった四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金については、下記のとおり交付できませんので通知します。

　　年　　月　　日

四日市市長　　　　　　
記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　不交付の理由

第６号様式（第８条関係）

年　　月　　日

（あて先）

四日市市長

（申請者）　　　　　　　　

住　所　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金計画変更承認申請書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知のあった四日市市中小企業IoT等活用促進事業について下記のとおり計画を変更したいので、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第８条の規定に基づき承認されたく申請します。

記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　補助金変更申請額　　　金　　　　　　　　　　円

３　変更の理由

４　変更の内容
第７号様式（第９条関係）

　第　　号

住　所　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金変更決定通知書

　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定し、　　年　　月　　日付けで計画変更承認申請のあった四日市市中小企業IoT等活用促進事業の計画変更を承認したので、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第９条の規定に基づき、下記のとおり通知します。

　　年　　月　　日

四日市市長　　　　　　
記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　補助金変更決定額　　　金　　　　　　　　　　円

３　計画変更の内容

４　条件
　(1) 四日市市補助金交付規則及び四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱の規定を遵守すること。
　(2) この補助金の交付に係る関係書類は、事業完了後５年間保存しなければならない。
　(3) この補助金の交付については、後日市が報告を求め、調査を行うことがある。
第８号様式（第１０条関係）

年　　月　　日

（あて先）

四日市市長

（申請者）　　　　　　　　

住　所　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金実績報告書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた四日市市中小企業IoT等活用促進事業を完了したので、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第１０条の規定に基づき、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　事業内容

　　　別紙　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業報告書（第９号様式）のとおり

３　添付書類

・四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業報告書（第９号様式）

・四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支決算書（第１０号様式）

・補助対象経費に係る支出証拠書類の写し（補助対象経費に係る契約書（契約を締結した場合に限る。）、請求書、領収書（口座振替済通知書）等の写し）
・事業実施の成果物の写し又は実施状況が分かる写真や資料等
第９号様式（第１０条関係）
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金事業報告書

１　事業の実績

	事業の実施期間
	開始日：　　　　年　　月　　日

完了日：　　　　年　　月　　日

	事業の内容
	


２　事業の成果

	事業の成果
（数字等を用いて具体的な内容を記載してください。）
	

	今後の課題
	


第１０号様式（第１０条関係）

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金収支決算書

【収入の部】







（単位：円）

	項目
	金額
	摘要

	市補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


（注１）「市補助金」については、千円未満の端数を切り捨てた額とすること。

（注２）「その他」については、他団体からの助成金等の交付を受けた場合にその金額を記入し、摘要欄にその補助金名称及び交付元を記載すること。

【支出の部】







 （単位：円）

	項目
	事業費
	左のうち

補助対象経費
	積算根拠

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	
	
	


（注３）他団体からの助成金等の交付を受けた場合、当該助成金等を充当する経費については、補助対象経費から控除すること。

（注４）「収入の部」の金額の合計と「支出の部」の事業費の合計は一致すること。

第１１号様式（第１１条関係）　

第　　号

住　所　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　

四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付確定通知書

　　　　年　　月　　日付け　　第　　号　で交付決定した四日市市中小企業IoT等活用促進事業については、四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第１１条の規定に基づき、下記のとおり補助金の額を確定したので通知します。

　　年　　月　　日

四日市市長　　　　　　
記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　確定補助金額　　　　金　　　　　　　　　　円

第１２号様式（第１２条関係）

年　　月　　日

（あて先）

四日市市長

（申請者）

住　所　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　
（代表者の署名又は記名押印）
四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金請求書

　四日市市中小企業IoT等活用促進事業補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、下記のとおり補助金を請求します。

記

１　補助事業名

（対象事業：□IoT等活用人材育成事業　□IoT等活用計画策定事業　□IoT等本格導入推進事業）
２　補助金額　　　金　　　　　　　　　　円

　＜振込先＞
	
	 金融機関名
	　　　　　　　　　　　銀行　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　　（金庫）　　　　　　（支所）
	

	
	１普通・総合　　　２当座　　　９その他（　　　　　）
	

	
	口座番号
	 
	

	
	口座名義
（フリガナ）
	 
	


